
２０１０年８月１日現在

【援助重点分野】

【開発課題】
民間セクター開発

2009
年度
以前

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

輸出産業振興アドバイザー 個別専門家

中小企業金融セクター事業 協準

工作機械 JOCV

課題別研修他（7件） 課題別研修他

コンピューター技術 JOCV

通信ネットワーク改善計画 有償 80.4

ICTを活用したBOP層農民所得向上 草の根技協

課題別研修他（4件） 課題別研修他

【開発課題への日本の対応方針】
　バングラデシュの経済発展を持続させていくため、投資促進や輸出振興を目的とし、日本貿易振興機構（JETRO）と連携
した輸出多角化や投資の環境改善等を通じた支援を行う。
　金融アクセスの改善等を通じた中小企業の育成に係る支援を行う。
　海外投融資を用いた民間企業支援の検討を行う。

【現状と課題】
（１）セクターの状況とその課題
○貧困層に裨益する経済成長を持続させるためには、民間セクターの開発が重要。
○民間セクター開発のためには、海外直接投資と貿易の促進も重要であるが、政権交代による政策の一貫性の欠如、汚職、手続の煩雑さ・不透明さといっ
た課題がある。
○民間投資の拡大のためには経済インフラが重要であり、主に電力・運輸・通信に関連するインフラ整備が課題となっている。
○輸出は縫製品が圧倒的なシェアを占めるが、輸出品目の多様化・産業の競争力強化が益々必要となっている。製造業総生産高の4割・産業関連雇用の8割
を占める中小企業を中心に、マーケティングなどの経営能力向上と共に、資金アクセスの改善や労働者の技能向上を通じて競争力を高めることが大きな課
題となっている。

（２）実施体制とその課題
○ビジネス環境整備は商業省・工業省・投資庁等多くの政府機関が関わる課題。法規制行政手続き改革の必要性は徐々に認識されつつあるが、関係各省庁
の政策立案・実施体制並びに職員の能力向上が必要である。
○経済インフラの中でも特に通信分野に関しては、市場競争原理を導入するために、電信電話庁の株式会社化や規制委員会の組織強化といったセクター改
革が矢継ぎ早に決定されたが、その実施は遅れている。
○企業の競争力強化を支援する政府の体制のみならず、業界団体等による民間ベースの支援体制も充実させる必要がある。

経済開発

協力プログラム名

実施期間

協力プログラム概要

民間セクター開発
プログラム

対バングラデシュ人民共和国　事業展開計画

【外交政策上の特記事項等】
●穏健で民主的なイスラム国家であり、南アジア地域協力連合（SAARC）の提唱国である同国の安定的発展を支援し、「成長を続ける最貧国」である同国及び同国国民の開発努力を支援することは、南アジア地域全体の安定と経済発展の観点から重要。
●2006年5月に「国別援助計画」を改定。最重点目標は、貧困削減であり、このため、（１）経済成長、（２）社会開発と人間の安全保障、（３）ガバナンス、を重視した支援を実施。
●気候変動に脆弱な同国に対し、環境・気候変動問題への取組を重視。
●経済成長、特に外国投資促進を牽引するインフラ整備、基盤整備を重要視。
●教育・保健分野におけるマルチ・バイ連携のパイロット国となることを視野に、より目に見える形での日本の貢献を図る。

備考
支援額

（億円）
プロジェクト名

ICT支援プログラム

　投資促進・輸出振興のための基盤整備
に資することを目的に、電話・通信回線
等通信サービスの改善を図る。また、コ
ンピュータ技術の普及促進にも貢献す
る。

　投資促進・輸出振興を目的とし、中小
企業の育成、投資環境整備、職業訓練、
JETROとの連携（展示会出展支援等）を通
じて民間企業の競争力を高める。

スキーム



２０１０年８月１日現在

対バングラデシュ人民共和国　事業展開計画

【援助重点分野】

【開発課題】
運輸インフラの整

備・維持管理

2009
年度
以前

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

道路橋梁維持管理アドバイザー 個別専門家 有償勘定技術支援

運輸・都市交通セクター専門家 個別専門家 有償勘定技術支援

東部バングラデシュ橋梁改修計画 有償 78.24 2008年度LA調印

ダッカ-チッタゴン鉄道網整備計画 有償 129.16 2007年度LA調印

パドマ橋建設事業詳細設計レビューによる事業の妥当性調査 協準

チッタゴン環状道路建設計画 有償 90.96 2009年度LA調印, 2017年2月まで

デジタル地図作成能力向上プロジェクト 技プロ

地図作成機材整備計画（F/U協力）調査 フォローアップ

ダッカ都市交通網整備事業準備調査 協準

課題別研修（2010年度：5件) 研修

経済開発

【現状と課題】
(1)セクターの状況とその課題
○バングラデシュの国土は3つの大河と多くの中小河川に分断されている。独立後急速に道路・橋梁網の整備が進み、道路の総延長は27万kmを超えるが、
国土全体を有機的に結びつけるため、道路・橋梁よりなる整備(新設・拡幅・舗装・改修等)が必要である。重点課題は、ダッカと南西部との道路交通を遮
断しているパドマ川への架橋、交通量が急増しているダッカ-チッタゴン回廊の道路・橋梁の容量拡大、地方・農村道路において未舗装道路や河川による
分断の解消等である。また、予算及び技術両面から、既存の道路・橋梁の維持管理が必ずしも適切に行われておらず、その改善は喫緊の課題となってい
る。さらに、交通規則遵守、交通事故対策といった規制面の整備も重要である。これらの施策を実現するために、運輸関係部局の能力開発も急務となって
いる。
○狭い国土のため道路網整備に一定の限界があり、内陸水運や鉄道・航空等も利用したマルチモーダル(複数の交通機関の連携交通施策)の重要性が急速に
高まっている。特に、増大する貨物需要に対応し国際貿易の活性化を促進するため、「都市間鉄道」を用いた大量貨物輸送能力の向上やチッタゴン港を始
めとする「大深港湾」の整備と効率改善は大きな課題となっている。
○都市部(特にダッカ市、チッタゴン)では、交通渋滞が民間ビジネスや市民生活の大きな妨げとなり経済成長の溢路となっている。交通渋滞箇所での道路
や交差点改良、各種交通規則の整備およびその遵守徹底に向けた啓蒙教育、交通信号や交通標識の整備といった都市交通マネジメントの向上を進めつつ、
無秩序化しているバス路線の整理(ダッカ市)と、軌道系大量輸送交通整備の検討(ダッカ市)などが必要である。
○全体を通じて、陸運政策、交通モード調和化政策等の諸政策、それを実施するためのマスタープラン(道路マスタープラン、ダッカ都市交通マスタープ
ラン)が整備されつつある。地図の整備はその基礎となるものである。

(2)実施体制とその課題
○道路・橋梁：　幹線道路は運輸省道路局(RHD)、地方道路は地方政府・農村開発・共同組合省地方政府技術局(LGED)が所掌しているが、双方ともキャパ
シティビルディング(特に維持管理)が課題となっている。道路・橋梁網の維持管理を適切に実施するべく、RHD及びLGEDへの各ドナーからの制度改革支
援、RHDの主要な橋梁の維持･管理の民間委託に加えて、道路維持管理基金の設立が検討されている。橋梁の管轄機関は、中小橋梁は上記RHDやLGED、大規
模橋梁(ジャムナ橋、パドマ橋等)はバングラデシュ橋梁公社
(BBA)とされているが重複も多く更なる機能強化が必要。
○鉄道：　国鉄の非効率な経営、累積する赤字が課題である。世銀・ADB・日本の支援により、公社化を含めた組織改編、経営改善の
取り組みを開始している。
○内陸水運・港湾：　内陸水運庁、チッタゴン港湾庁及びモングラ港湾庁が運営を行っているが、運営効率の改善が課題である。
チッタゴン港では、2007年から民間委託が導入され、運営の効率性が上がりつつある。
○都市交通：　ダッカ運輸交通局(DTCB)が主管とされているが、関連する自治体及び運輸省の役割の明確化および相互調整が課題。
特に人口増加の激しい首都ダッカ市の交通整備のためには、都市開発計画と同期した交通路線計画の整備に配慮するため、
首都開発局(RAJUK)との緊密な調整も必要となる。
○本セクターの資金需要は膨大であり、サブセクター内、サブセクター相互の事業の優先順位付けが必要である。また、
策定された政策、マスタープラン、交通法規・規則を着実に執行する体制整備が必要である。

【開発課題への日本の対応方針】
●特に地方部において、脆弱な未舗装道路や河川による分断、中小橋梁の老朽化による崩落が多発しており我が国の継続的
な支援が必要である。河川で分断されるバ国土をネットワークで結び、人・モノの移動を促進するために、経済成長の基礎
となる道路、橋梁、鉄道等を整備していく。また、自然災害が多いため、災害に強いインフラを構築することが肝要である
中、予算や技術の面から既存施設の維持管理が適切に行われていないため、設計や維持管理等の能力強化に対する支援が急
務である。
●人口が激増するダッカ首都圏の急速な都市化が進む中、経済成長を阻む交通渋滞の低減のために都市交通整備ニーズとい
う喫緊の課題に迅速に対応する。

,

全国ネットワーク
整備プログラム

多くの河川に分断された国土の中で、国
土全体を有機的に結びつけるためには、
基幹ネットワークの接続、基本交通イン
フラの更なる整備や維持管理体制の強化
等が必要となっているところ、専門家派
遣や資金協力、各種調査等、様々なス
キームを組み合わせて活用し、支援を行
う。

支援額

（億円）

実施期間

備考

都市交通改善
プログラム

交通渋滞の激化するバングラデシュ主要
都市部（特にダッカ市、チッタゴン）に
おいて、既存交通インフラの活用・整備
や都市交通マネジメント面の向上を進め
つつ、新規交通インフラとして軌道系大
量輸送交通やその整備に向けた各種支援
を行う。

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名



２０１０年８月１日現在

対バングラデシュ人民共和国　事業展開計画

【援助重点分野】

【開発課題】
電力インフラの整

備・改善

2009
年度
以前

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

電力政策アドバイザー 個別専門家

ＴＱＭの導入による電力セクターマネジメント強化プロジェクト 技プロ

送電網整備計画 有償 46.42

中部地域配電網整備計画 有償 97.15

ハリプール新発電所建設計画 有償 399.77

ベラマラ・コンバインドサイクル火力発電所建設計画（E/S） 有償 22.09 2009年度LA

農村地域配電網整備計画 有償 132.41 2009年度LA

ハリプール新発電所・ベラマラ新発電所への天然ガス供給に係るSCADAシステム改善計画策
定支援

技プロ 有償勘定技術支援

石炭火力発電マスタープラン調査 協準

課題別研修（5件） 課題別研修他

電力システム効率改善プロジェクト マルチ 1.20 ＡＤＢ　日本特別基金

経済開発

協力プログラム概要

【開発課題への日本の対応方針】
全国の電化率は44%程度に留まっており、また、電力の需給ギャップは大きく、ピーク時には6,066MWの需要があるが、供給
可能設備容量は4,037MW程度に留まっている。また、今後のピーク時電力需要の伸び率は年8%と予想されており、今後5年間
で2,500MW程度の発電設備の増強が必要となると見込まれているため、新規設備の拡充とともに、適切なメンテナンスとリ
ハビリによる稼働率の向上を図るための支援に取り組んでいく。併せて、安定的な供給を実現するために変電施設や送配電
網の整備も必要となっている。2009年からは、石炭火力発電マスタープラン調査において、バングラデシュにおける中長期
的な包括的な燃料供給シナリオ、および代替エネルギー源の検討を実施中である。また、電力開発庁の分社化、維持管理体
制、経営能力の改善といったソフト面課題にも取り組んでいく。

スキーム

実施期間

協力プログラム名

電力安定供給
プログラム

【現状と課題】
(1)セクターの状況とその課題
○電力需給は逼迫（2009年6月時点では、ピーク時の電力需要が6,066MWとされているのに対し、実質的な発電容量（供給可能設備容量）は4,037MWと、供
給可能設備容量はピーク時需要の約7割に留まる）。そのため、近年は1年を通してピーク時に計画停電が頻発している。
○新規投資を継続して実施することが必要である。また設備が故障するまで発電設備を稼動する傾向があり、設備に問題が生じると維持管理のため長期間
の設備停止を余儀なくされる傾向にある。そのため、適切なタイミングで維持管理を行うことが必要である。
○電源構成は天然ガス焚き火力発電所が約8割を占める。ガス供給量の不足問題は、2009年以降さらに深刻化しているため、電源多様化の検討は急務と
なっている。政府は、今後も電力需要の伸びが年8％と予想する中、国内供給可能な安価な天然ガスを利用した火力発電開発を引き続き行うものの、資源
の安全保障の観点から石炭火力開発も検討することとしており、2012年までに4,350MWのガス火力主体の電源、以降2025年までに10,000MWの石炭火力（輸
入石炭含む）主体の電源開発を計画中である。今後の石炭火力発電所の開発促進のためにも、石炭政策の閣議承認が待たれる。
○送電線は8,015km、変電所容量は13,402MVA（2008年6月時点）となっている。電力需要は増加傾向にあるため、送電設備には投資を継続するニーズがあ
る。
○配電線は209,932kmが敷設され、全人口の42％が電力へのアクセスを有する（2008年度）。バングラデシュ政府は2020年に配電線を477,558kmまで延伸
し、電化率100％を目指している。電化率を高めるためには、電源開発の進捗に留意した上で配電網の拡充が必要である。他方、システムロスは高水準
（全国平均19.3%)であり、効率運用に向けたリハビリ等の配電網整備が急務となっている。また、ノンテクニカルロスによる損失は7-8%とも指摘されてお
り、分析と対策が必要である。
(2)実施体制とその課題
○電力セクターは電力開発庁（BPDB）が発電から配電まで一貫して開発および運用を実施してきたが、1996年以降、発送配電部門の分社化／公社化（アン
バンドリング）が進展中。「独立系発電事業者（IPP）の参入」および「権限委譲と組織スリム化による経営改善」を目指している。
○発電に関して、BPDBに加え、BPDBより分社化されたアシュガンジ発電会社（ASPCL）・バングラデシュ発電会社・北西部発電会社、
及びIPPが発電を行っている。ASPCLやBPDBの事業部制(SBU)発電所は、シングルバイヤーBPDBと電力売買契約を結んでいる。
○送電に関して、バングラデシュ送電会社（PGCB）に特化している。配電会社からの託送料収入(Tk 0.23/kWh)が主な収入源となって
いる。
○配電に関して、ダッカ首都圏南部に対しダッカ電力配電公社が、ダッカ首都圏北部に対しダッカ電力供給会社が配電事業を実施している。その他地域に
関してはBPDB、西部配電会社、北西部配電会社、南部配電会社が担当している。
○農村部では、農村電化庁（REB）が支援する地方電化組合（PBS=70組合）が配電事業を実施している（バングラデシュ売電のうち
約4割を占める）。REBはPBSの設立、訓練、機材の運営・維持管理を支援している。
○規制機関であるバングラデシュエネルギー規制委員会は、売電価格が電力購入コストを上回る状態の解消に向け、料金体系を見直しているが、組織化さ
れて間もないため、能力強化に取り組んでいる最中である。

支援額

（億円）
備考プロジェクト名

電力需要の増大に対応し、電力を安定供給
するため、発電所や送変電施設の整備が必
要となっている。送電・発電部門の双方にて
新規建設・リハビリ等を進める。また、更に発
電・送電・配電において、経営管理体制の強
化の技術協力も実施する。



２０１０年８月１日現在

対バングラデシュ人民共和国　事業展開計画

【援助重点分野】

2009
年度
以前

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

小規模養鶏技術普及計画 技プロ 2.8

農業セクター基礎情報収集・確認調査 情報収集・確認調査

農業・農村開発セクタープログラム形成調査 協準

農村開発技術センター機能強化計画ﾌｪｰｽﾞ２ 技プロ 3.3 有償勘定技術支援

東部バングラデシュ農村インフラ整備計画 有償 113.5 2005年度L/A調印

小規模水資源開発計画 有償 53.13 2007年度L/A調印

南西部農村開発計画 有償 142.46 2009年度LA

農村インフラ開発アドバイザー 個別専門家 有償勘定技術支援

村落開発普及員(LGED) JOCV

食糧備蓄能力強化計画協力準備調査 協準

食糧援助（WFP経由） 無償 8.2 WFP

バングラデシュ農村地域におけるエコサン・トイレの適正管理に関する普及・啓発活動 草の根技協

草の根人間の安全保障無償資金協力（3件） 草の根無償

課題別研修他（8件） 課題別研修他 有償勘定技術支援（１コース）含む

社会投資プログラムⅡ (農村の生計向上) マルチ 0.38 世銀　日本社会開発基金

第２次チッタゴン丘陵地帯農村開発プロジェクト マルチ 0.90 ADB　日本特別基金

持続可能な地方インフラ向上プロジェクト マルチ 0.50 ADB　日本特別基金

第２次作物多様化プロジェクト マルチ 0.50 ADB　日本特別基金

【開発課題】
農業・農村開発

【開発課題への日本の対応方針】
農村住民の生計向上と国民への食料の安定供給の両立を図るため、所得・生産性向上、農村基盤整備を中心に農業生産性向
上、農村地域のアクセス向上、食糧備蓄能力向上への支援を行う。農業生産性向上への支援として、養鶏への技術協力や灌
漑排水施設の整備を実施中の農業生産性向上への支援にあわせてを継続すると共に、農産物の多様化や高付加価値化でどの
ような支援が可能かを今後さらに検討していく。農村基盤整備については、農道や市場等の整備水準が不十分であるため、
その整備と維持管理体制の確立に向けて支援を行っていく。農村地域のアクセス向上への支援として、農村道路網と農村市
場の整備を継続すると共に、流通経路の合理化のためにどのような支援が可能かを今後さらに検討していく。
食糧備蓄能力向上への支援として、食糧倉庫の整備を継続すると共に、食糧援助を適宜行う。
また、農村インフラ開発を効率的かつ住民意向に沿う形で進めるため、ガバナンスセクターとの連携の下、UpazilaやUnion
の計画策定能力向上への支援を行う。

経済開発

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名

【現状と課題】
(1)セクターの状況とその課題
○【貧困削減戦略ペーパー（PRSP）（2005年）より】総人口の3/4、貧困層の85％が農村部に居住。農村経済がGDPに占める割合は約6割（農業25％、非農
業36％）となっており、雇用人口の約2/3が農業に従事している。また、貧困削減のための最重点セクターである。
○耕地利用率177％、農地の外延的拡大の余地はほとんど残されていない。作付面積で米の占める割合が約8割で、農産物の多様化・高付加価値化が進んで
いない。
○養鶏については、2007年の高病原性鳥インフルエンザの大発生の影響により多くの養鶏農家が経済的な被害を被り養鶏業を廃業する農家が相次いだ。
2008年以降も断続的に鳥インフルエンザは発生しており、衛生管理技術の向上が課題となっている。
○耕種農業については、投入材である種子・肥料に課題を抱えている。種子の供給は基本的にはバングラデシュ農業公社が行っているが、供給量が絶対的
に不足しており、特に野菜については民間が98％を占める。肥料は、基本的には化学肥料が使用され、その使用量は年々増加の傾向にあるが、投入バラン
スが悪いとされているのに加え、農地の劣化にも繋がっている。
○1970年代の2度の飢餓の経験もあり、独立後一貫して穀物増産政策が実施されてきた。乾季の灌漑と高収量品種の導入等により、独立直後の2倍強（2.5
千万トン）の生産で、平常年における米の自給をほぼ達成（99.5%、2001/02）。しかしながら、2007年の2度の洪水とサイクロン（シドル）の被害等に起
因する米の不足により穀物価格が高騰したことから、穀物の安定的な供給が課題となっている。
○灌漑は、70年代に低揚程ポンプ（地表水）、80年代以降に浅井戸が普及。灌漑面積は耕地面積の61％（2002/03）。政府による小規模水資源開発（洪水
制御、排水改善、表流水貯留、灌漑）が95年に開始され、洪水被害の抑制、湛水深の最適化による高収量品種の導入、地下水より安価な表流水への切り替
え、灌漑面積の更なる拡大が推進されている。また、地下水位の低下と砒素汚染により、地下水依存（灌漑の70％）への懸念も増している。
○農村道路舗装率は、郡道60％、村道28％（2008年）にとどまっており、舗装率向上が課題である。道路整備は、農産物や農業資材の流通コストの引き下
げ、市場アクセスに加え、病院・学校など社会サービスへのアクセス向上にも貢献し、貧困削減と格差是正の観点から重要。
○農村インフラの整備水準が不十分であり、毎年のように災害（洪水・サイクロン）被害を受けるため、災害に強いインフラづくりが
必要。また、農村道路網の整備と同時に、維持管理費用の確保と適切な維持管理体制の構築が必要。
○2007年のサイクロンシドルと洪水による生産量の減少と国際的な食料需給逼迫により、食糧価格が高騰し、貧困層の家計を圧迫して
大きな社会的混乱をもたらした。現在、120万tの備蓄能力を有しているが安定供給には150万t以上の能力が必要であるとされている。
また、備蓄管理能力の不足から1割以上のロスが生じている。
○食糧流通に関しては、生産者農家から消費者まで複数の卸売市場経由して、多くの中間業者が介在する複雑な流通経路となってい
る。消費者への安価で安定的な供給、農家の収入向上のためにも流通経路の簡素化、合理化が必要。
(2)実施体制とその課題
○関連省庁は、農業省、漁業・畜産省、地方自治・農村開発・協同組合省（LGRD&C）、食料災害管理省等となっている。農村部の地方
自治体には482のUpazila（日本の郡に相当）と約4,500のUnion（日本の村に相当）があるが、その能力は非常に限られている。64の
District(日本の県に相当）には選挙による政府は無い。
○農業省の中で最も組織規模が大きいのは農業普及局であり、各ユニオン2～3名の普及員を配置して農業技術の普及を行っている。
技術開発は、稲研究所、農業研究所等の研究機関が担当しており、農業研究協会が統括している。畜産分野は畜産試験場が技術開発を
行い、農家に対する普及・指導は各郡に配置されている畜産普及局の普及員が担当する。いずれも、研究機関と普及機関のギャップが
大きく技術が効率的に普及されない点が課題である。
○農村インフラについては、農村道路や市場整備を地方行政技術局（LGED）、農村電化を農村電化庁が所掌している。灌漑排水施設は
1,000ha以上の大規模案件を水資源開発庁、小規模案件をLGEDが所掌している。

支援額

（億円）
備考

農業・農村開発
プログラム

農業生産性の向上のため、技術協力によ
りバイオセキュリティに特化した総合的
な養鶏生産衛生管理技術の普及を、小規
模水資源開発により農地の灌漑排水施設
の整備を支援。また、農村部の流通改善
のために地域内道路・橋梁・市場等の農
村インフラ整備を実施中。また、あわせ
て技術協力による政策実施能力強化や計
画策定・維持管理能力強化に資する支援
とフィールドレベルにおける村落開発支
援を実施。
さらに、食糧備蓄能力の向上のためのイ
ンフラ整備を実施。

スキーム

実施期間



２０１０年８月１日現在

対バングラデシュ人民共和国　事業展開計画

【援助重点分野】

【開発課題】
基礎教育の改善

2009
年度
以前

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

小学校理数科教育強化計画 技プロ 3.5

小学校理数科教育強化計画（フェーズ2） 技プロ 4.5

初等教育アドバイザー 個別専門家

初等教育行政の改善 課題別研修他

貧困削減支援無償 無償

草の根・人間の安全保障無償資金協力（4件） 草の根無償

理数科教師・小学校教諭 JOCV

課題別研修(6件) 課題別研修他

PCインストラクター、コンピュータ技術等 JOCV

中等教育における教育の質向上プロジェクトⅡ マルチ 0.50 ADB 日本特別基金

基礎教育の充実を図ることを目的とし
て、PEDP IIに対し主要ドナーがバスケッ
トファンドを設立・資金投入のうえプロ
グラムをバングラデシュ政府と実施して
いる。我が国は、教育の質の向上を図る
ため、理数科教育の教材と教員の指導能
力向上を目指す支援を行っている。ま
た、2011年7月からPEDP IIの後継プログ
ラムが開始される予定であり、わが国も
同プログラムのもと支援を継続すべく他
ドナーと協同で議論に参加している。

【現状と課題】
(1)セクターの状況とその課題
○教育セクター全体：バングラデシュの成人識字率は47.5％（人間開発報告書2007/2008）となっており、初等教育5年間が義務教育、その後前期中等(3
年)、中期中等(2年)、後期中等(2年)、大学あるいは職業訓練校等へと続いている。現在の政府政策としては、2000年に策定された「国家教育政策2000」
が2010年までの包括的な教育政策となっているが、2009年に成立したアワミ連盟政権のもと、MDG達成を見据えた教育制度改善に向けた取り組みが動き出
している。初等教育及びノンフォーマル教育を初等大衆教育省、中等教育及び高等教育を教育省がそれぞれ管轄している。現政権は2011年までに就学率
100％の達成、そして2014年までに非識字率0％の達成を公約に掲げている。また、New Education Policyの議論も進んでおり、初等教育の対象年限変更
（5年制から8年制へ）などが議論されているが、まだ最終的な承認には至っていない。
○初等教育：貧困対策の重点分野として1992年に初等大衆教育局が首相官邸直属の機関として設置され、後に初等大衆教育省へ改編を経て初等教育の完全
普及を目指して第1次初等教育開発計画（PEDPI）並びにPEDPⅡが実施されている。結果、初等教育の純就学率は89％(EFA Global Monitoring Report
2009) まで高まったが、第5学年までの修了率は55％（EFA Global Monitoring Report　2009） と依然低く、教員の質や児童の中途退学という問題が存在
している。
○中等教育：前期中等教育の純就学率60％(EFA Global Monitoring Report　2009)であるが後期中等修了試験(Higher Secondary Certificate：HSC)合格
率が6％となっており、現状の高等教育指向のカリキュラムと現状に乖離が生じている。また、中等教育の学校設備そのものが初等教育の修了者および進
学希望者の数と比較して需要に追いついていない。加えて試験も暗記中心となっており、暗記中心型の授業を促進する要因となっている。
○ノンフォーマル教育：初等大衆教育省の傘下であるノンフォーマル教育局(BNFE)が担当しており、NGOを通じた識字教育プロジェクト等が実施されてい
る。近年ノンフォーマル教育政策が承認されたが、識字教育後のスキルトレーニングや公教育へのリンクが課題である。
○高等教育：HSC合格者のうちUniversityが約10％、Collegeが約50％の学生を受け入れているが、大学の受容能力を超えた学生数を受け入れている。また
有効求人倍率の低さから卒業後の就職機会が限られており、就職するまでに平均3年待つ状態となっている。
○職業訓練：政府（教育省、人材資源労働省）、NGO等により職業訓練が提供されているが、受容能力がニーズに追いついていない。また、前期中等を終
えた男子学生を主要なターゲットにしており、女性や貧困層の参加機会が限られている。
(2)実施体制とその課題
○教育セクター全体：教育セクターは主に教育省と初等大衆教育省の2省に管轄が分かれており、各々の縦割り行政や両省間の調整・コミュニケーション
不足が問題となっている。また、職業訓練は教育省に加え、人材資源労働省や保健省（看護教育等）も管理しており、人材育成に関与する省庁が複数に分
かれた形になっている。
○初等教育：PEDPIIにおいて、約2万人の教員新規採用、約2万5千の新規教室建設等ハード面での進捗により就学率に見られる量的側面での改善が図られ
た。一方、修了率、進級率、内部効率等に代表される質的側面では改善の傾向が見られず、後継PEDPII（仮称PROG3)で引き続き重点課題となることが想定
されている。2007年11月に行われたPEDP-IIの中間レビュー会合において、プログラムモニタリングシステムの脆弱性や実施計画にあたるプロジェクト計
画書（プロフォーマ）の硬直性(特に予算)にかかる指摘がされている。加えて、プログラムの進捗の遅れから、実施期間が2011年6月までに延長された。
○中等教育：学校設備および教員を含めた人材の不足、極端に機会が限られた教員研修、また行政(予算)と地元学校運営員会と試験実施機関との調整不足
が課題となっている。
○ノンフォーマル教育：ノンフォーマル教育局(BNFE)が中央集権的で非効率的な体制である。また存在するものの、NGOとの情報共有及び調整メカニズム
が欠如しており、実質はNGOがノンフォーマル教育の拡充を担っている側面がある。
○高等教育：研究機能の脆弱性、能力ではなく政治的な理由による採用・昇進が大きな課題である。
○職業訓練：市場のニーズと研修コースとの調整機能がなく、市場ニーズを反映した研修コースとなっていない。

社会開発と人間の安全保障

協力プログラム名

【開発課題への日本の対応方針】
我が国は、教育の質の向上を図ることを目的に、理数科教育を切り口にしながら児童中心の教育、授業改善など教員への訓
練を通じ、マイメンシン県にて理数科教育の改善に資する技プロ等を実施してきているた。今後は、理数科教育のみなら
ず、教師教育拡充の観点から、そのフェーズ1およびPEDP IIの成果をバングラデシュ国内他地域全国へ普及させていく。

プロジェクト名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
協力プログラム概要 備考

基礎教育内容向上
プログラム



２０１０年８月１日現在

対バングラデシュ人民共和国　事業展開計画

【援助重点分野】

【開発課題】
保健セクターの改

善

2009
年度
以前

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

感染症対策(EPI、フィラリア) JOCV

結核対策アドバイザー他（3件） 個別専門家 感染症対策、結核対策、EQA強化

顧みられない熱帯病対策～特にカラ・アザールの診断体制の確立とベクター対策研究プロジェ
クト

科学技術

課題別研修他（3件） 課題別研修他

フィラリア病院増築計画 草の根無償

母性保護サービス強化プロジェクト 技プロ 3.9

助産師、看護師、村落開発普及員 JOCV

母性保護ｻｰﾋﾞｽｼｽﾃﾑ強化計画（仮称）準備調査 協準

課題別研修他（4件） 課題別研修他

保健省アドバイザー 個別専門家

保健人材管理システム改善事業協力準備調査 協準

課題別研修他（5件） 課題別研修他

健康増進のための予防歯科モデル事業 草の根技協 0.1

総合衛生教育を通じた地域住民健康改善事業 草の根技協 0.5

オバイナゴール県における砒素汚染による健康被害・貧困化抑制プロジェクト 草の根技協

学校保健 JOCV

草の根・人間の安全保障無償資金協力（6件） 草の根無償

【現状と課題】
（１）セクターの状況とその課題
○バングラデシュでは保健指標の改善が見られているが、いまだ多くの感染症が蔓延し、健康上の課題が山積している。合計特殊出生率は2.7で家族計画
の成果は見られるが依然として高い。乳幼児死亡率（65/出生千)、妊産婦死亡率(320/出生10万）も低下しているが、妊産婦死亡率はMDG達成は不可能な見
込みである。
○政府は2004年に中期計画「保健・栄養・人口セクタープログラム(HNPSP)」（2003年～2011年）を策定し、妊産婦・乳幼児死亡率低下、結核・マラリ
ア・HIV/AIDS等感染症の軽減、栄養不足の改善及び人口増加率の低減などを優先課題と定め、基礎保健医療水準の底上げ、保健サービスに関する格差是
正、保健行政改革を実施している。
○貧困層においても保健改善が見られる一方で、乳幼児死亡率、乳幼児の栄養不良が多い傾向がみられ、基礎的保健サービスのカバー率、改善程度も低
く、貧困層に向けたサービス提供が課題である。
○母子保健分野については熟練介助者による出産介助率が低く（18％）、特に貧困層、アクセスの悪い地域にとって妊産婦ケアサービスへのアクセスの低
迷は大きな課題であり、妊産婦死亡低減に向けては更なる取り組みが必要である。
○感染症については、結核対策、予防接種拡大計画（EPI）が一定の成果を挙げている。また、フィラリアやカラアザール（内臓リーシュマニア）等「顧
みられない熱帯病」は制圧目標年を掲げているが達成は難しい見込み。
○現在、保健家族福祉省は、2011年からの次期セクタープログラムについて、開発パートナーと調整しつつ策定中。
（２）実施体制とその課題
○主管庁は保健家族福祉省（以下保健省）。HNPSPの下、ドナーやNGOとの連携が進められている。保健サービスのデリバリー改善に向けた保健行政改革は
進捗が見られつつあるが、保健省の財政管理能力不足、調達管理プロセスの煩雑さ、人材配置不足と頻繁な人事異動、権限委譲の遅れ、省内調整不足等の
課題は山積している。2008年に行われたセクタープログラム中間評価では、①貧困層へのより一層の配慮と妊産婦保健の改善の強化、②保健システム（情
報管理、財務管理、調達、人材開発･管理）の強化、③保健省の管理経営能力の強化が課題として指摘されている。
○公的サービスが脆弱なため、地域住民への保健医療サービス提供における非政府セクター（民間医院・薬局、NGO、伝統医・産婆）の
役割が極めて大きいが、質のばらつきが大きい。公的サービスへの信頼性の向上のための最低限の環境整備（施設、機材・消耗品、
人材、インセンティブ等）、NGOや民間セクターをより活用していくための保健省の監督能力の強化が重要。
○人材管理・開発が大きな課題となっており、絶対数の不足（特に看護師、助産師、医療技術士）に加え、職種バランスの不均衡、
都市と地方の不均衡、常習的欠勤、インセンティブシステムの欠如等の問題を抱えている。
○母子保健分野においては、保健省内の2局（保健サービス局と家族計画局）の連携が中央から末端レベルまで十分ではなく、政府、
ドナー、NGOの取り組みの調整も不十分な状況である。

【開発課題への日本の対応方針】
我が国は、ドナー協調のメカニズムであるHNPコンソーシアムに参加するとともに、優先課題である母子保健、感染症対策
を中心にこれまで着実な支援を実施してきた。更なる改善のためには、保健家族福祉省（中央。地方保健行政、病院サービ
ス含む）の管理経営能力の強化や人材管理強化等、保健システム全体の改善が大きな課題となっていることから、さらにセ
クタープログラム全体の運営に積極的に関与し、支援を強化してゆく。

社会開発と人間の安全保障

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名

その他

感染症対策
プログラム

多くの感染症が蔓延しており我が国等ド
ナーやNGOが協調し支援を実施している。
バングラデシュでのポリオフリー実現に
貢献した経験を活かしつつ、保健サービ
ス局をカウンターパートとしてJOCVや専
門家による現場の事業の質改善と中央レ
ベルへの提言、研修等を通じた人材育成
に協力している。拡大予防接種（EPI）、
フィラリア対策、カラアザール対策に重
点を置いている。

スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考

母子保健普及強化
プログラム

妊産婦・新生児死亡の低減のために、保
健サービス局・家族計画局両局を実施機
関として技術協力プロジェクトに研修や
ボランティア派遣を連携させて協力して
いる。現場でのコミュニティと医療機関
の連携の強化の有効なアプローチの実
証、中央レベルでの提言、関係者の連
携・調整強化に重点を置いている。

保健システム強化
プログラム

保健医療分野の人材育成・管理や行政改
革等、保健システム全体の改善が大きな
課題となっている。アドバイザー派遣を
中心として保健省のセクタープログラム
管理能力強化を図る。



２０１０年８月１日現在

対バングラデシュ人民共和国　事業展開計画

【援助重点分野】

【開発課題】
都市環境

2009
年度
以前

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

ダッカ市廃棄物管理能力強化プロジェクト 技プロ 4.5

環境教育 JOCV

ダッカ市廃棄物管理低炭素化転換計画 無償 12.15

カルナフリ上水道整備計画 有償 122.24

チッタゴン上下水道公社無収水削減推進プロジェクト 技プロ 2.4 有償勘定技術支援

課題別研修他（5件） 課題別研修他

クルナ水供給改善事業協力準備調査 協準

上水道事業改善協力プログラム準備調査 協準

ダッカ環境・水資源管理プロジェクト マルチ 0.66 世銀　日本社会開発基金

チッタゴン水供給向上・衛生プロジェクト マルチ 0.75 世銀　日本社会開発基金

大気保全管理プロジェクトⅡ (AQMPII) マルチ 0.85 世銀　日本社会開発基金

都市圏開発プロジェクト マルチ 1.40 ADB 　日本特別基金

社会開発と人間の安全保障

【開発課題への日本の対応方針】
主要都市の廃棄物管理、上下水道事業等に対し行政能力・組織の強化、経営改善等ソフト面支援とインフラ整備を組み合わ
せた支援が必要である。特に、ダッカ及びチッタゴン及びクルナにおける上下水道支援については、主要ドナーによる援助
協調が活発に取り組まれてきている。こうしたドナー間の協調枠組みの下、日本は第２の都市チッタゴンの上水道整備支援
に主要な役割を果たしており、ハード・ソフト両面をカバーする支援を実施している。また、第３の都市クルナに対して
も、表流水を水源とした上水道設備の整備支援を実施中である。大都市だけではなく、中小都市でも水事情は深刻であり、
日本として多様なニーズに対応した支援の余地を検討していく。

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考

都市環境対策
プログラム

廃棄物については、衛生環境に対する社
会全体の意識や行政の実施能力の低さか
ら適切な廃棄物管理が行われていないと
いう問題意識の下、ダッカ市における廃
棄物処理及び管理を中心に、技プロ及び
協力隊員派遣を通じた支援を行ってい
く。
上下水道については、施設整備の遅れや
不十分な維持管理により、給水量の不足
や水質汚染等が深刻化してきているとい
う現状認識に基づき、チッタゴンを中心
に、ハード・ソフトの両面から上下水道
の整備を実施していく。

【現状と課題】
(1)　セクターの状況とその課題
近年、バングラデシュの都市部では人口集中と無秩序な都市の拡大が加速し、全人口の20%の人口を有する都市部は多くの都市問題に直面している。廃棄
物、大気・水質汚染等の公害問題、上下水道など都市基盤の未整備、農村部からの人口の流入による都市スラム問題などが挙げられる。同国の安定的な発
展と安全で健康な都市生活を実現させるために、都市環境問題は避けては通れない大きな課題である。当セクターにおいては、環境に対する行政・住民の
意識の低さや行政組織の実施体制の弱さが全体的な課題となっている。個別課題は以下のとおり。
○環境改善（廃棄物、大気汚染、水質汚染、土壌汚染）
衛生環境に対する社会全体の廃棄物に対する意識は低く、行政による廃棄物管理強化の取り組みが始まっているものの未だ課題は多い。生活及び産業廃水
による河川の水質汚濁も進行している。大気汚染は自動車・輸送用車両の急激な増加やレンガ工場からの煤煙が最も大きな要因とされており、交通渋滞に
よる局所的な大気汚染が年間を通じ恒常的に生じている。
○上下水道の未整備
バングラデシュでは、設備投資の不足から上下水道に係る施設整備が不十分な状態にとどまっている。特に上水道分野では需給ギャップが拡大しており
（例：チッタゴンにおける上水道の普及率は48％）、既存の送配水施設も老朽化し、都市部における安全な水の供給が急務とされている。下水道はダッカ
の一部の地域で整備されているが普及率は20％にとどまっている。また、産業用水の不足から大規模工場は自家用井戸の整備を余儀なくされるなど、民間
投資の阻害要因ともなっている。
○将来的な都市部における気候変動の影響を考慮した上下水道計画、廃棄物管理計画の策定が必要である。
(2)　実施体制とその課題
○環境モニタリング：市内の大気汚染状況や河川水質のモニタリング体制は十分整備されているとは言い難く、汚染状況を科学的に判定することは困難で
ある。
○環境改善：廃棄物管理に関しては、急増する廃棄物発生量に対して行政側の実施体制と経験が十分整っておらず、廃棄物管理に関する経験や技術、機材
や資金の不足等の理由により適切な廃棄物管理がなされてこなかった。また、衛生環境に対する住民の意識向上及び活動への参加が不可欠である。
○上下水道：ダッカ、チッタゴン、クルナでは上下水道公社、それら以外の地方都市では自治体水道局が、上下水道事業を実施している。技術的な事業実
施能力に加え、組織面・経営面での能力向上が必要とされている。



２０１０年８月１日現在

対バングラデシュ人民共和国　事業展開計画

【援助重点分野】

【開発課題】
砒素汚染対策

2009
年度
以前

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

砒素対策政策アドバイザー 個別専門家

砒素対策技術アドバイザー 個別専門家

地方給水政策 国別研修

課題別研修 課題別研修

水質検査体制強化プロジェクト 技プロ 3.0

上水道事業改善協力プログラム準備調査 協準

村落開発普及員、土木 JOCV

社会開発と人間の安全保障

【現状と課題】
(1)セクターの状況とその課題
○バングラデシュでは93年に最初の砒素汚染が発見された。その後、全国に約860万本あると推定される管井戸のうち、砒素汚染の懸念される地域の500万
本弱についてスクリーニング調査が実施され、その29％が飲料水基準（0.05mg/l）を超える砒素を含んでいる事が明らかになった。人口にして約2,000万
人が汚染水を飲用していると言われている。
○以降、バングラデシュ国内でこれまでに様々な機関により約10万7千基の代替水源が設置されたと言われているが、設置済み代替水源のデータが不十分
であるために設置済み代替水源の使用状況、水質等についてはモニタリングされていない。
○また、飲料水の水質規制が不十分であると同時に、公衆衛生工学局の水質検査体制も極めて脆弱である。安全な飲料水提供のために水質検査制度を強化
することは喫緊の課題である。
○更に、地下水管理も課題となっている。飲料水の97％は地下水に依存しており、砒素対策として設置されている代替水源もその8割から9割ほどが地下水
を水源としている。一方、地下水利用量の約95％は農業用灌漑であり、今後の農業政策の如何が将来バングラデシュの飲料水の状況を左右する事は大いに
考えられる事態である。従って、地下水の持続的な利用のため、関係省庁間での連携と包括的な計画作りが不可欠である。
○なお、砒素中毒患者は38,000名を超えると報告されているが、正確な数は不明である。保健従事者に対する砒素関連研修は始まったばかりであり、砒素
患者の特定、モニタリング、治療に至る体制は現在のところ脆弱である。
(2)実施体制とその課題
○2006年1月にバングラデシュ政府に承認された水供給衛生分野におけるセクター開発プログラムの中では、この分野での非中央集権化とその受け皿にな
る地方行政機関の能力開発が一つの大きな目的として掲げられている。砒素対策における代替水源の確保は水供給活動の一環であり、現在主に公衆衛生工
学局（DPHE）が代替水源を設置しているが、DPHEの人員も限られており、住民のニーズに沿った村落給水や住民の組織化等決め細やかな対応を実施出来て
いない。代替水源の維持管理を含めて如何に地方行政機関の手に委ねていくかが今後の課題である。
○90年代の地下水の砒素汚染の発覚以降、安全な飲料水供給の観点から体系的な水質検査システム整備の重要性が指摘されており、2004年3月に承認され
た砒素緩和国家政策においても、砒素を含む水質検査の必要性が認識されている。水質検査体制の確立のため、
全国12箇所の水質検査ラボの管理運営、ラボ間の情報伝達システム、水質データベース構築、中央・地方ラボの人材育成、地方ラボ
の品質管理等のソフト面での能力開発が課題となっている。

【開発課題への日本の対応方針】
当面、水質検査体制の強化を図ると共に、持続的砒素汚染対策プロジェクトにて確立した砒素対策モデルケースの普及を
もって安全な水の確保に貢献していく。併せて、全土での砒素対策状況に関する現状調査を実施することで、バングラデ
シュ及び他ドナーと今後の戦略的な方針策定に資する。

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考

砒素汚染対策
プログラム

中央への個別専門家の派遣を通じて、持
続的砒素汚染対策プロジェクトにて確立
した砒素対策モデルケースを普及すると
共に、砒素対策に係る政策・技術両面に
対する助言を行う。また、水質検査体制
については、過去に無償資金協力にて整
備したラボラトリーの有効活用を念頭
に、中央ラボを中心とした11の地方ラボ
との総合的な検査体制を構築するため、3
年間の技プロにて取り組む。



２０１０年８月１日現在

対バングラデシュ人民共和国　事業展開計画

【援助重点分野】

【開発課題】
災害対策

2009
年度
以前

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

気象解析・予測能力向上プロジェクト 技プロ 3.56

緊急災害被害復旧計画 有償 69.60

サイクロン「シドル」被災地域多目的サイクロンシェルター建設計画 無償 9.58

南アジア地域における地震防災対策計画 無償 0.8 UNDP

災害リスク軽減のためのコミュニティ開発プロジェクト 草の根技協

サイクロン常襲地における災害リスク軽減のためのコミュニティ開発プロジェクト 草の根技協

自然災害に対応した公共建築物の建設・改修能力向上プロジェクト 技プロ 2.9

メグナ川流域管理計画策定支援調査 協準

河川流域管理能力強化アドバイザー 個別専門家

南西部水資源管理に係る情報収集・確認調査 情報収集・確認調査

気候変動による自然災害対処能力向上計画 無償 15.00

気候変動対策技術移転支援 国交省技協

課題別研修他　（9件） 課題別研修他

社会開発と人間の安全保障

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名

災害対策プログラム

洪水やサイクロン等の大規模災害にしば
しば見舞われるバングラデシュにおい
て、防災対策の強化は重要な課題であ
る。このため、我が国は、気象観測や防
災施設等の設備に加え、人材育成に資す
る支援も実施していく。

スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考

【現状と課題】
(1)セクターの状況とその課題
バングラデシュの国土の約85％は、ガンジス川、ブラマプトラ川及びメグナ川のデルタ地帯に位置しており、国土の9割が海抜9メートル以下である。この
ため、雨季には上流部及びバングラデシュ国内での降雨により恒常的に洪水・浸水被害が発生している。また雨季と乾季（4～5月及び10～11月）にはベン
ガル湾でサイクロンが発生しており、しばしばバングラデシュに襲来し、沿岸部を中心に被害が発生している。その他、旱魃や河岸・海岸侵食も頻繁に発
生しているほか、地震による大規模被害の発生が懸念されている。
　近年、気候変動の影響を受けて、大洪水や大規模サイクロンの発生間隔が短くなっていることが指摘されており、気候変動への「適応」に向けた中長期
的な取り組みが必要である。例えば、災害時の避難施設や予警報システムの整備のみならず、気候変動により今後発生が予想される大規模な洪水やサイク
ロンにも対応できる災害に強いインフラを整備することが必要である。加えて、省エネルギー等、気候変動への影響を「緩和」しつつ、経済成長を目指す
取り組みも求められている。具体的な個別課題は以下のとおりである。

（適応策）
○災害予警報システム（気象レーダー等）の整備・予測能力の向上
○災害時の避難施設（サイクロン・シェルター等）の整備・避難体制の確立
○災害被害を軽減するインフラ（雨水排水施設、沿岸部の植林等）の整備
○災害に強いインフラ（道路、堤防等）の整備（運輸セクター等と連携）
○その他、気候変動への適応策拡充（旱魃に強い農作物の導入等）（農業・農村開発セクター等と連携）
（緩和策）
○省エネルギーや効率性向上等、温室効果ガス排出削減と経済成長と両立する取組みの拡充（電力セクター等と連携）
（その他）
○災害対策/気候変動に係る計画の策定とそれに必要なデータ管理体制の確立
○災害対策/気候変動分野での教育・啓蒙活動の実施

(2)実施体制とその課題
○バングラデシュでは、食糧・災害管理省が災害対策や復旧に係る調整を所管しているが、関係省庁・実施機関が多いため、食糧・災害管理省を中心に、
関係省庁・実施機関の連携し、災害管理行政を強化していく必要がある。
○気候変動の観点からは、環境森林省が気候変動対策に係る調整を図り、バングラデシュの開発事業において気候変動対策に取り組んでいく必要がある。

【開発課題への日本の対応方針】
バングラデシュは、気候変動等の影響も含め、洪水や津波などの防災の分野では、施設も知識も不足している。災害に強い
インフラ及び防災設備の整備を進めると同時に、災害の観測・予測精度及び情報伝達の速度を高め、災害被害の予防・軽減
に資する支援をしていく。また、今後は地震対策を中心とした公共建築物の改修能力向上や、気候変動対策とも関連した河
川管理能力向上を支援していく。
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【援助重点分野】

【開発課題】
ガバナンス

2009
年度
以前

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

公務員研修能力強化プロジェクト 技プロ

公共サービス改善アドバイザー 個別専門家

人材育成奨学計画 無償 21.90

人材育成奨学計画（ＪＤＳ）事業に係る協力準備調査 協準

行政と住民のエンパワメントを通じた参加型農村開発プロジェクト（フェーズ2） 技プロ 5.7

農村開発アドバイザー 個別専門家

村落開発普及員（リンクモデル関連） JOCV

課題別研修他（16件） 課題別研修他

ガバナンス

協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

実施期間

【現状と課題】
（１）セクターの状況とその課題
政党の対立、立法機関の機能不全、官僚制度の政治化、汚職の蔓延等、脆弱なガバナンスは信頼性の欠如を招き、市民生活・経済活動・開発事業に広く影
響を及ぼしている。政府は2009年12月に承認された改定版PRSP2では、①議会プロセスの効果向上、②地方ガバナンスの強化、③公共サービスの強化と改
革、④司法制度の改革、⑤電子政府の促進、⑥汚職の撲滅、⑦人権の確保、⑧情報アクセスの強化、⑨事業実施能力の向上、⑩セクターにおけるガバナン
スの強化、をガバナンス分野における優先課題としている。バ国政府は、現在第6次5ヵ年計画を策定中であるが、同計画の土台となる長期政策
（perspective plan  2010－2021）においてはガバナンスの重要性が謳われている。ガバナンス改善はバングラデシュ政府のオーナーシップに基づく貧困
削減・経済成長を目指す上で鍵となる重要な分野であるが、範囲が極めて広く、多くの開発パートナーが活動していることから、パートナー間の連携・協
調を進め、政策部分で一貫性のある支援を行いつつ、実効性を持たせるための実施部門・草の根でのキャパシティ・ディベロップメントを合わせて行う必
要がある。
（２）実施体制とその課題
○財政管理分野では、財務省財務局が中心ではあるが、経常予算は同省同局、開発予算は計画省計画委員会が主要担当部門となっており、連携が弱いのが
課題である。監査は財務省と分離された会計監査院が中心だが、予算と人員配置の点でまだ行政の管理下にある。
○公務員制度改革では、人事省が実施の中心機関となっており、現在、政府は国家公務員法及び昇任政策の制定、研修政策の改定、並びに勤務評定システ
ムの改定作業を進めている。
○現政権は地方ガバナンスの強化を謳っているものの進展していない。一方、地方レベルでは、地方政府機関はユニオン評議会と2009年初頭の選挙にて復
活したウポジラ（郡）評議会があるが、財政的・人的キャパシティが低いことが課題となっている。また、行政サービスについては住民に公平に届かない
点が課題であり、住民がサービスを受けられる環境を整備する必要が指摘されている。
○汚職対策については、選挙管理内閣時に一新された汚職対策委員会により汚職対策が進展したが、現政権以降後は活動が停滞している。
○刑事司法分野では、2007年11月に司法と行政との分離が執行されたものの、諸問題が未だ残されており、住民による公正な司法へのアクセスを改善する
ことが課題となっている。
○警察改革は内務省および警察が実施機関となるが、人員不足が問題となっている他、近年の治安維持強化に伴い、捜査等における
人権問題が頻繁に指摘されている。そのため、警察はStrategic Plan 2008-2010の実施を通じて諸改革に取り組んでいる。

【開発課題への日本の対応方針】
ガバナンスの向上は横断的課題であり、他の開発課題の解決に直結しており、ガバナンス強化はバ国の経済及び社会開発の
ために必須である。バ国政府は自らのイニシアティブにより、日本が支援した公務員能力強化に係る事業（公務員研修能力
強化プロジェクト、2010年1月迄）や地方ガバナンス強化に係る事業（行政と住民のエンパワメントを通じた参加型農村開
発プロジェクト、2010年5月迄）を、継続している。両公務員能力強化及び地方ガバナンス強化への更なる支援、また、警
察能力強化への継続した支援を協力の中心として、行政の実施能力の向上、ひいては、行政サービスの質の向上を支援す
る。

支援額

（億円）
備考

行政サービスの質の向
上プログラム

ガバナンスの問題は、開発事業や経済活
動にも影響を及ぼすことから、我が国は
人材育成無償や技術協力により人材育成
に支援を実施していく。

協力プログラム名
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2009
年度
以前

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

中部地域配電網整備計画 有償

ハリプール新発電所建設計画 有償

ベラマラ・コンバインドサイクル火力発電所建設計画（E/S） 有償 気候変動対策円借款

農村部配電網整備計画 有償 気候変動対策円借款

ダッカ市廃棄物管理低炭素化転換計画 無償

気候変動による自然災害対処能力向上計画 無償 15.00

電力政策アドバイザー 個別専門家

バングラデシュ気候変動戦略・行動計画実施支援プロジェクト（サブ・プロジェクト１） マルチ 0.68 ADB 日本特別基金

バングラデシュ労働者のための安全な移動に関するプロジェクト マルチ 世銀　日本社会開発基金

課題別研修他（7件） 課題別研修他

青年海外協力隊 JOCV

シニア海外ボランティア SV

【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝有償勘定技術支援による詳細設計）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力及び旧来の開発調査）、「個別専門家」、「個別機材」、「国別研修」、「課題別研修他」（＝課題別研修及
び青年研修）、「ＪＯＣＶ」（＝青年海外協力隊）、「ＳＶ」（＝シニア海外ボランティア）、「第三国専門家」、「第三国研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型））、「草の根技協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・ＪＩＣＡ以外の省庁及び独立
行政法人等が実施している技術協力）、「無償」（＝以下に特記するサブスキームを除く全ての無償資金協力）、「ノンプロ」（＝ノン・プロジェクト無償）、「草の根無償」（＝草の根・人間の安全保障無償）、「日本ＮＧＯ」（＝日本ＮＧＯ連携無償）、「一般文化」（＝一般文化無償）、「草
の根文化」（＝草の根文化無償）、「有償」（＝円借款）、「マルチ」（＝国際機関等を通じた多国間協力スキーム）、「フォローアップ」（＝フォローアップ協力）、実線「―――」（＝実施期間）、破線「- - - -」（＝実施予定期間）

実施期間
支援額

（億円）
備考

【援助重点分野】その他の支援分野

【開発課題】
その他

国民参加型の協力

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

気候変動対策プログラ
ム

適応策・緩和策の双方から、気候変動問
題への対応を支援する。

その他


